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平成 29 事業年度監査報告の提出について 

 

 

 標記のことについて、独立行政法人通則法第 19 条第４項及び同法第 38 条第２項の規定に

基づき、独立行政法人日本学生支援機構の平成 29 事業年度の業務、事業報告書、財務諸表

及び決算報告書について監査を実施し、「平成 29 事業年度監査報告」を作成しましたので、

独立行政法人日本学生支援機構 監事監査要綱第 16 条第１項に従い、ここに提出します。 

 

また、同要綱第 16 条第１項により文部科学大臣へ提出しますので、この旨通知します。 
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平成 29事業年度監査報告 

 

独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第 19条第４項及び同法第 38条第２項の

規定に基づき、独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）の平成 29 事業年

度（平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日。）の業務、事業報告書、財務諸表（貸借対

照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、行政サービス実施コスト計算書、利益の

処分に関する書類（案）及びこれらの附属明細書、注記事項）及び決算報告書について監

査を実施し、その方法及び結果を取りまとめたので、以下のとおり報告する。 

 

Ⅰ．監査の方法及びその内容 

１．監査は、「機構 監事監査要綱（平成 16 年規程第 11 号）」及び「機構 監事監査実

施基準（平成 16 年規程第 12号）」に準拠し、「平成 29事業年度監査計画」（以下、「監

査計画」という。）に従い、機構に属する全ての部門を監査対象として、平成 30 年４

月２日（月）～６月 19日（火）の間に実施した。 

 

２．実地監査に当たっては、各部等の長及び課長等から、予め提出された監査資料に基

づき業務執行状況及び財産の状況等につき概況説明を受け実施した。監査は、主とし

て実地監査を行ったが、関東甲信越支部を除く支部に関しては提出書類による書面監

査を行った。 

 

３．監査計画に基づく実地監査及び書面監査のほか、役員（監事を除く。以下「役員」

という。）、監査室、政策企画部、その他職員（以下「役職員等」という。）と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境整備に努めるとともに、理事会その他機構の管理

運営に係る重要な会議等に出席し、役職員等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、業務、財産の状況及び主務大臣に提出する書類を調

査した。 

 

４．役員の職務の執行が通則法、機構法又は他の法令に適合することを確保するための

体制その他法人の業務の適正を確保するための体制（以下「内部統制システム」とい

う。）について、役職員等からその整備及び運用の状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求めた。 

 

５．監査の重点項目としては、中期計画及び年度計画（以下「中期計画等」という。）を

踏まえた平成 29 年度における業務の実施状況を確認し、機構における内部統制システ

ムが適切に機能し、目標達成が図られたかどうかに留意しつつ監査を実施した。 
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６．会計監査については、会計検査院への提出が義務付けられる月次の「計算証明に関

する指定」監査を実施するとともに、「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会

計基準注解」に準拠した会計処理状況と予算執行状況並びにこれらに係る財務諸表及

び決算報告書（以下「財務諸表等」という。）につき監査を行った。 

さらに、当該事業年度に係る財務諸表等について検証するに当たっては、会計監査

人が独立の立場を保持し、かつ、適切な監査を実施しているかを監視及び検討すると

ともに、会計監査人から、その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めた。また、会計監査人から会社計算規則第 131 条で定める「会計監査人の職

務の遂行に関する事項」と同様の事項の通知を受け、必要に応じて説明を求めた。 

    以上の方法に基づき、機構の当該事業年度に係る業務、事業報告書及び財務諸表等

の監査を行った。 

 

Ⅱ．監査の結果 

１．平成 29 事業年度における機構の業務は、その設置目的に沿い、法令、規程、その他

の定め及び予算に従い、概ね適正に実施されていると認められる。また、中期目標の

着実な達成に向け、効果的かつ効率的に実施されているものと認める。 

 

２．改正通則法に基づく内部統制システムに関する業務方法書の記載内容は相当である

と認める。また、内部統制全般の状況は、業務の適正を確保するための体制等の整備

のための取組が法人全体でなされている。理事長の職務の執行について、指摘すべき

重大な事項は認められず、役職員に対して改善策等の指示など指揮監督に努め、内部

統制システムの推進役としての役割を十分果たしている。 

 

３．役員の統制環境に対する認識は適当と認められ、職務執行に関する不正の行為又は

法令等に違反する事実はなく、不当な職務行為は認められない。 

 

４．会計監査に関しては、有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であ

ると認め、会計監査人の監査結果も利活用することとした。改めて財務諸表等につき

検討を加えた結果、平成 29事業年度における会計経理は適正に行われているものと認

める。 

 

５．事業報告書は、法令に従い、機構の平成 29事業年度の事業実施状況を正しく表示し

ているものと認める。 
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Ⅲ．独立行政法人改革等に関する基本的な方針等過去の閣議決定において定められた監査

事項についての意見 

１．東京国際交流館及び兵庫国際交流会館は、国際交流の拠点としての活用及び収支改

善、そして札幌及び金沢の国際交流会館の売却について 

東京国際交流館及び兵庫国際交流会館において、理事長主導のもと様々な国際交流

の拠点事業の実施が認められる。また、両館とも館費設定等の見直しを行うなど収支

改善に向けた方策の検討及び実施の努力を確認した。 

そして、札幌と金沢の国際交流会館については、それぞれ不動産譲渡契約を締結し、

平成 30 年３月 31日に札幌市に、４月１日に石川県に引渡したことを確認した。 

 

２．金融業務に係る内部ガバナンスの高度化について 

奨学金貸与事業に関し、毎月開催のリスク管理委員会において、金融業務のリスク

対応計画の実施状況について報告・審議等が行われ、金融業務のガバナンスの高度化

等に向けた対応を確認した。 

 

３．給与水準の状況 

役職員の給与水準に関しては、対国家公務員の給与水準に準拠し定められ、その実

態が反映されており妥当と考える。なお、検証結果等を機構ホームページ上で公表し

ている。 

 

４．随意契約の適正化を含めた入札・契約の状況 

入札・契約については、外部委員と監事の構成による契約監視委員会において適正

な実施を確認した。平成 28 年度調達等合理化計画の実施状況及び自己評価（案）、平

成 28 年度に締結した随意契約の承認及び一者応札・応募の対応、平成 29 年度調達等

合理化計画（案）について、点検・審議を経て承認を得たことを確認した。なお、委

員会の審議概要を機構のホームページ上で公表している。 

 

 

 平成 30年６月 19日 

 

           独立行政法人 日本学生支援機構 

                     

監事      澤 木 公 義  ㊞ 

 

                  監事（非常勤） 小 川 千 恵 子  ㊞ 
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